【別紙１】

平成24年6月30日

自信が付く初めての理事Ⅷ

　～マンション管理組合活動で何が大切か～

パワーポイントでは見にくいので、別紙として「標準管理規約（単棟型）」、「建物の区分所有等に関する法律」から抜粋したものを掲載します。

１．管理組合の業務（標準管理規約）

第３２条 管理組合は、次の各号に掲げる業務を行う。
一　管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条において「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処理
二　組合管理部分の修繕
三　長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理
四　建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務

五　適正化法第１０３条に定める、宅地建物取引業者から交付を受けた設計図書の管理
六　修繕等の履歴情報の整理及び管理等
七　共用部分等に係る火災保険その他の損害保険に関する業務

八　区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当であると認められる管理行為

九　敷地及び共用部分等の変更及び運営
十　修繕積立金の運用

十一　官公署、町内会等との渉外業務
十二　風紀、秩序及び安全の維持に関する業務

十三　防災に関する業務

十四　広報及び連絡業務

十五　地域コミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成
十六　管理組合の消滅時における残余財産の清算

十七　その他組合員の共同の利益を増進し、良好な住環境を確保するために必要な業務

２．業務の委託等（標準管理規約）
第３３条　管理組合は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管理業者（適正化法第２条第八号の「マンション管理業者」をいう。）等第三者に委託し、又は請け負わせて執行することができる。

３．専門的知識を有する者の活用（標準管理規約）
第３４条 管理組合は、マンション管理士（適正化法第２条第五号の「マンション管理士」をいう。）その他マンション管理に関する各分野の専門的知識を有する者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、相談したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができる。

４．役員の誠実義務等（標準管理規約）

第３７条　役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実にその職務を遂行するものとする。

２　役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費の支払と報酬を受けることができる。

５．理事会の議決事項（標準管理規約）
第５４条　理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を決議する。

一　収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案

二　規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案
三　長期修繕計画の作成又は変更に関する案
四　その他の総会提出議案
五　第１７条（専有部分の修繕等）に定める承認又は不承認
六　第５８条第３項（会計年度開始から総会までの間の経費の支出）に定める承認又は不承認

七　第６０条第３項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関する訴訟その他法的措置の追行

八　第６７条に定める勧告又は指示等（法令、規約又は使用細則等に違反等）

九　総会から付託された事項
６．専門委員会の設置（標準管理規約）
第５５条　理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置し、特定の課題を調査又は検討させることができる。

２　専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。

７．総会の議決事項（標準管理規約）
第４８条　次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければならない。

一　収支決算及び事業報告

二　収支予算及び事業計画

三　管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法

四　規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止

五　長期修繕計画の作成又は変更

六　第２８条第１項に定める特別の管理（計画修繕工事等）の実施並びにそれに充てるための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩し

七　第２８条第２項に定める建物の建替えに係る計画又は設計等の経費のための修繕積立金の取崩し

八　修繕積立金の保管及び運用方法
九　第２１条第２項に定める管理の実施（専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を共用部分の管理と一体として行う必要があるとき）

十　区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びにこれらの訴えを提起すべき者の選任

十一　建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧

十二　区分所有法第６２条第１項の場合の建替え

十三　役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法

十四　組合管理部分に関する管理委託契約の締結

十五　その他管理組合の業務に関する重要事項

８．別表第２ 共用部分の範囲（標準管理規約）

１　エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター室、共用トイレ、屋上、屋根、塔屋、ポンプ室、自家用電気室、機械室、受水槽室、高置水槽室、パイプスペース、メーターボックス（給湯器ボイラー等の設備を除く。）、内外壁、界壁、床スラブ、床、天井、柱、基礎部分、バルコニー等専有部分に属さない「建物の部分」

２　エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防災設備、インターネット通信設備、テレビ共同受信設備、オートロック設備、宅配ボックス、避雷設備、集合郵便受箱、各種の配線配管（給水管については、本管から各住戸メーターを含む部分、雑排水管及び汚水管については、配管継手及び立て管）等専有部分に属さない「建物の附属物」

３　管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、集会室、トランクルーム、倉庫及びそれらの附属物
９．新旧理事の引き継ぎ（マンション管理センター通信2009年12月号より）

【１】理事会の引き継ぎ内容

(１)理事会の業務

次期理事会が継続的で適正な管理組合運営を行う上においては、例えば、次のような基本的な事項を引き継ぐことも大切です。これは、次期の理事が初めて選任されたり、理事会運営に不慣れであったりする場合等が考えられるためです。

ア．管理規約や使用細則等で定められている理事会の担当業務等の内容（管理会社に業務委託している場合は委託している業務と理事会が行う業務の内容等）

イ．当期計画されている業務の内容（総会決議事項及び付託事項の内容、当期収支予算及び事業計画の内容等）

ウ．その他明文化されていない管理組合運営上のルール（理事会運営、理事会活動等の広報、駐車場・集会所等の使用、会計処理、管理費等督促等に関するルール）等

これらの事項について実際に引継ぎを行う場合は、

ア．については、管理規約や使用細則、管理会社との管理委託契約書等により引き継ぎし、

イ．については、総会議案書等により議案上程の経緯等も含め引継ぎをすることができると考えられます。

ウ．は、各々の管理組合で運用されているルール等を口頭ではなく書面等により具体的に引継ぎをする方法も考えられます。なお、明文化されていないルール等については、管理規約または細則等への明文化等を検討することも大切です。

(２)帳票類等

管理組合が作成し保管する帳票類等は多岐にわたり、管理組合運営等に関わる重要なものとなりますので、既に保存されている書類等も含めて「書類名」、「内訳」、「保管者・保管場所」等を明らかにし、次期理事会に速やかに引継ぎをすることが重要です。具体的にどのような書類が考えられるか参考として下記に記載しました（ただし、記載した書類等は単棟型の標準管理規約及びコメント、標準管理委託契約書等を参考にその一部を記載しましたので、各々の管理組合においては書類名、書類の有無、その他の書類を作成している等の相違点があると思われますので留意して下さい）。

ア．会計関連

①収支決算書、②管理事務報告書、③請求書・領収書、④現金、⑤預金通帳、⑥印鑑、⑦現金出納帳、⑧保険証券、⑨管理費等滞納状況等

（加筆：⑩管理組合口座の確認、名義変更）…収納口座（名義が管理組合の場合と管理会社の場合があり、前者の場合）及び保管口座（名義は必ず管理組合）の通帳・印鑑等を管理会社と管理組合のどちらが保管者となるかを「管理委託契約書」に明記してあるので確認する。収納口座については保証契約が必要な場合は、その額を確認する。）

イ．工事関連

①長期修繕計画書、②修繕等工事履歴、③修繕工事請負契約書、④工事保証書等

ウ．総会・理事会関連

①総会議案書、②総会議事録、③出席票・委任状・議決権行使書、④理事会議事録等

エ．建物・設備管理関連

①設計図書（マンション管理適正化法第103条関連※Ｐ８参照）、②建築確認通知書、③建物・設備点検等契約書、④建物・設備点検等報告書、⑤建築設備定期検査報告書等（加筆：⑥検査済証、⑦敷地測量図）

オ．管理会社関連

①管理委託契約書、②重要事項説明書等

カ．管理規約・契約書関連

①管理規約原本、②各種細則、③駐車場等の使用契約書、④近隣等との協定書等

キ．名簿関連

①組合員名簿、②組合員変更届出書、③誓約書（標準管理規約第19条関連）等

ク．その他

①マンション売買契約書関係書類、②専有部分修繕等工事申請書等

以上のような書類等の引継ぎに際しては、「参考例１」（Ｐ６）に示すような「引継ぎ書類等一覧表」を作成し、書類等の内訳、保管場所等とともに現物を確認しながら引き継ぎをする方法が考えられます。

「第〇期引継ぎ書頬等一覧表」（参考例１）

	
	書類名
	内訳
	保管者・保管場所
	引受者確認

	会計関連
	収支決算書
	第〇期～第〇期
	管理事務室
	

	
	管理事務報告書　
	〇年〇月～〇月
	管理事務室
	

	工事関連
	長期修繕計画書
	第〇期総会承認
	理事長
	

	
	修繕等工事履歴
	
	管理事務室
	

	総会・理事会関連
	総会議事録
	第〇期～第〇期
	管理事務室
	

	建物・設備管理関連
	設計図書
	
	管理事務室
	

	
	建築確認通知書
	〇年〇月〇日
	管理事務室
	

	管理会社関連
	管理委託契約書
	〇年〇月〇日締結
	理事長
	

	管理規約・契約書関連
	管理規約原本
	
	管理事務室
	

	名簿関連
	組合員名簿
	
	理事長
	

	その他
	売買契約書関係書類
	
	管理事務室
	


　＊「書類名」や「保管者・保管場所」等は各々の管理組合での実際の内容を記載します。

(３)懸案事項等

前理事会が解決・完了できなかった事項や検討中の事項等は、次期理事会が継続的に対応するため速やかに正確に引き継ぐことが重要です。これらの事項はその内容及び解決・完了するための課題等について、関係書類等があればそれとともに引き継ぎすることが大切です。

懸案事項等として考えられる項目には、例えば、①総会決議された事項等の未処理事項、②マンション内に発生した事件・事故等、③組合員等からの要望・苦情、④管理会社との協議事項等、⑤マンション売主等との事項、⑥大規模修繕工事の実施等の長期検討事項の進捗状況等が考えられますが、これらの事項については、その内容、課題等を「参考例２」（Ｐ７）に示すような書面（「懸案事項等引継ぎ書」）にし、関係書類とともに引継ぎをする方法が考えられます。

【２】引継ぎの方法

「マンション管理標準指針コメント」では、「理事会としての引継ぎとともに、役職ごとに個別に引継ぎを実施することが重要であることは言うまでもありません。」と記述しています。

新旧理事会の引継ぎは、新旧理事が一同に会し、上記内容等について引継ぎをするとともに、例えば、理事長、会計担当理事等の役職ごとに個別の内容等について引継ぎを行うことが重要と考えられています。また、大規模マンション等で理事会の中に「部会」等を設けているような場合は、「部会」ごとに引継ぎを行うこと等も考えられます。

第〇期「懸案事項等引継ぎ書」（参考例２）


第〇〇期理事会

理事長　〇〇　〇〇〇　殿

第〇期理事会

理事長　〇〇　〇〇

第〇期「懸案事項等引継ぎ書」

　　　

第○期理事会の懸案事項等について次のとおり引き継ぎします。

	大項目
	項目
	内容・課題等
	関係書類

	総会決議の未処理事項
	1．○○の未実施
	
	

	マンション内の事件・事故
	1．○○からの漏水
	
	

	組合員からの要望・苦情等
	1．駐車違反の対策
	
	

	
	2．○○からの騒音
	
	

	管理会社との協議事項等
	
	
	

	マンション売主との事項
	1．定期点検の実施
	
	

	大規模修繕工事の検討
	
	
	


＊「内容・課題」や「関係書類」等には各々の管理組合での実際の内容を記載します。

【３】監事の引継ぎ内容

　主な引継ぎ内容としては次の事項等が考えられます。

(１)監事の担当業務

標準管理規約（単棟型）第41条では、「管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し、その結果を総会に報告しなければならない」、「管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認められたときは、臨時総会を招集することができる」、「理事会に出席して意見を述べることができる」と規定しています。

また、同第59条では、「理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、（以下、省略）」と規定し、監事は毎会計年度の収支決算案の会計監査を行うこととしています。

以上が監事の担当業務と言えますが、このような基本的な事項を引継ぎをすることは（各々の管理組合が定めた監事の担当業務を含む）、本事例のように監事に初めて選任されたり、担当する業務に不慣れであったりする場合等が考えられるためです。

(２)業務監査等の実施方法

特に具体的な内容の引継ぎが必要な業務として、標準管理規約（単棟型）第41条第1項等に規定されている「業務監査」、「会計監査」、「監査報告」の実施方法等が考えられます。

「業務監査」及び「会計監査」は、例えば、事業報告書、理事会等議事録、収支予算書、収支報告書、貸借対照表、請求書・領収書、預金残高証明書等に基づき実施可能と考えられますが、実際にはどのような書類、帳簿、証憑書類等に基づき、どのような方法で、どこをポイントに監査するのか等、また、監査スケジュール等についても具体的に引継ぎをすることが重要です。

「監査報告」については、監査報告書の内容及び記載方法、総会での監査報告の方法等について引継ぎをすることになります。

※Ｐ５　エ．①マンション管理適正化法第103条関連の設計図書


マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則





（法第百三条第一項 の国土交通省令で定める図書） 


第百二条　法第百三条第一項 の国土交通省令で定める図書は、次の各号に掲げる、工事が完了した時点の同項 の建物及びその附属施設（駐車場、公園、緑地及び広場並びに電気設備及び機械設備を含む。）に係る図書とする。 


一　付近見取図 


二　配置図 


三　仕様書（仕上げ表を含む。） 


四　各階平面図 


五　二面以上の立面図 


六　断面図又は矩計図 


七　基礎伏図 


八　各階床伏図 


九　小屋伏図 


十　構造詳細図 


十一　構造計算書
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